
貸借対照表 Ｐ１
注記等 Ｐ２

決 算 公 告

(  第  ３８  期  )

至　２０２５年　３月３１日

東レアルファート株式会社

自　２０２４年　４月　１日



単位：円

金    額 金    額

6,255,717,662 4,780,694,565

6,093,691,212 4,740,643,854

871,968 226,669,481

2,093,436,530 1,677,874,440

1,971,812,070 2,657,138,918

28,079,327 15,961,973

1,673,645,527 68,121,026

321,543,550 49,842,000

未収消費税 15,177,856 未払法人税等 29,678,091

その他流動負債 15,357,925

その他流動資産 30,205,079 　Ⅱ．固定負債 40,050,711

-41,080,695 長期預り金 34,356,711

その他固定負債 5,694,000

　Ⅱ．固定資産 162,026,450 （純資産の部） 1,475,023,097

１．有形固定資産 14,374,703 　Ⅰ．株主資本 1,447,357,828

建物 11,319,880 １．資本金 100,000,000

工具器具備品 2,789,823 ２．資本剰余金 100,000,000

土地 265,000 　(1)資本準備金 7,998,243

２．無形固定資産 31,546,253 　(2)その他資本剰余金 92,001,757

電話加入権 1,058,211 ３．利益剰余金 1,247,357,828

ソフトウエア 3,903,042 　(1)利益準備金 700,000

システム仮勘定 26,585,000 　(2)その他利益剰余金 1,246,657,828

３．投資その他の資産 116,105,494 　　 a. 任意積立金 320,000,000

子会社株式 5,000,001 　　 b. 繰越利益剰余金 926,657,828

投資有価証券 52,047,103 　Ⅱ．評価・換算差額等 27,665,269

その他投資 29,585,355 26,337,945

繰延税金資産 29,473,035 1,327,324

6,255,717,662 6,255,717,662

貸倒引当金

短期借入金

製品

貸  借  対  照  表

未収法人税等

　Ⅰ．流動負債

買掛金

未払費用

未払金

賞与引当金仕掛品

　Ⅰ．流動資産

現金・預金

（資産の部）

２０２５年　３月３１日現在

支払手形

（負債の部)

科      目科      目

受取手形

売掛金

未収金

負債・純資産合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

資産合計



[重要な会計方針]
１．有価証券の評価方法
　　子会社・関連株式：移動平均法による原価法
　　市場価値のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
　　　　　　　　　　　　法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している）

２．棚卸資産の評価方法
　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
　　切下げの方法）

　　　　　　　　　　　　　　無形固定資産-定額法

４．引当金の計上基準
    貸倒引当金　：売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により
　　　　　　　　　検討し、回収不能見込額を計上している。

    賞与引当金　：従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度
　　　　　　　　　に帰属する額を計上している。

５．消費税の会計処理方法
    消費税の会計処理方法は税抜方式による。

[貸借対照表]
１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　４，５３５，０８０円
２．手形売却残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円
３．親会社に対する短期金銭債権

　　売掛金 　　　　　　　　　　　３９１，８１６円
　　短期債権 　　　　　　　　　８，５１４，２３７円
　　　計 　　　　　　　　　８，９０６，０５３円

４．親会社に対する短期金銭債務
　　買掛金
　　未払費用
　　　計

　　　　　　　　　　　　　期末要支給額を計上している。

３．固定資産の償却方法･･････有形固定資産-定額法、リース資産-リース期間定額法、

注記事項

　　　　　１，４１０，２６８，６８４円
　　　　　　　　３８，７３３，０１６円

　　役員退職慰労引当金　：役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規定に基づく

　　　　　１，４４９，００１，７００円

６．税効果会計処理の適用
    税効果処理を第１３期から適用。

[株主資本等変動計算書]
　当事業年度末における発行済株式数　　　９７４株


